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該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はし印の記入は不要です，

「基準年度」とは計画期間の前年度を、「目標年度」とは計画期間の最終年度を、「報告年度」とは計画期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

「事業所等排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送車両排出区分」とは自動車運送事業者については使用の本拠の位腫を京都府内とする車両
の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効果ガス
をいいます。

「原単位当たりの温室効果ガス排出趣等」の「用途区分」には、○○工場、事務所などの用途を記入してください。「原単位の指標」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指標（生産数通、廷ぺ床面
積、走行距離等）を記入してください。

「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減、等」のうち「森林の保全及び整備」の「目標年度（計画）」棚には計画期間中の目標の累計を、「報告年度（実繍）」欄には実繍の累計を記入してください。

「特記事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基finとした排出、の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への貢献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減
などを記入してください。
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住所（法人にあっ
ては、主たる事務
所の所在地）

京都市南区東九条東山王町1２

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代

表者の氏名）
京都市上下水道局公営企業管理者上下水道局長西村京三

事業者の主たる
業種 上水道業及び下水道業

該当する事業者
要件

』

陣京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

戸京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針
環境マネジメントシステムの運用推進により，省エネルギー，省資源及び自然エネルギーの導入を積極的に推進し，京都市上下水道事業全体で１％以上

の二酸化炭素排出量を削減する。

推進体制 環境マネジメントシステムの活動推進により，各事業所の環境負荷を継続的に削減する。また，京都市長を本部長とする京都市地球温暖化対策推進本部
において公営企業管理者が本部員として参画する。

環境マネジメントシステム名称 ISO14001 KESステップ１ ＫＹＯＭＳ 

適用範囲 別紙参照 別紙参照 別紙参照

取得年月日 別紙参照 別紙参照 別紙参照

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

設備、対象、工程等

水環境保全センター

浄水場

浄水場．

水環境保全センター

措置内容

節電機器への更新，制御方法の見直しを行った。

高効率モーターの積極的採用。

運転方針の見直し，節電機器への更新。

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(１９）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(２２）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

64,409.7ｔ 65,851.9ｔ 2.2％ 63,884.8ｔ -0.8％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

54,088.0ｔ 51,899.1ｔ -4.0％ 53,568.8ｔ -1.0％ 

＊１ 118,497.7ｔ *２117,751.0ｔ -0.6％ ＊４ 117,453.6ｔ -0.9％ 

高効率機器の導入等により排出量削減が行えた。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

水道事務
二酸化炭素換算

（職員数）

下水道事務
二酸化炭素換算

（職員数）

水道事業
二酸化炭素換算

（給水量）

下水道事業
二酸化炭素換算

（下水処理量）

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

2.801ｔ‐CO2/人 2.521ｔ-CO2/人 -10.0％ 1.972ｔ-CO2/人 -29.6％ 

L217t-CO2/人 1.674ｔ-CO2/人 37.6％ 1.109ｔ-CO2/人 -8.9％ 

0.Ｏ９０ｔ－ＣＯ２/千ｍ３ 0.O90t-CO2/千ｍ３ 0.0％ 0.090ｔ-CO2/千ｍ３ 0.0％ 

0.333ｔ-CO2/千ｍ３ 0.330ｔ-CO2/千ｍ３ -0.9％ 0.320ｔ-CO2/千ｍ３ -3.9％ 

高効率機器の導入等により排出量削減が行えた。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組Ih等 (二酸化炭素換算）

(整蝋而執） hａ (吸収麺） ｔ 

(利用趣） ｎｌ３ (削減型） ｔ 

(充趣趣） kwｈ (削減且） ｔ 

(熱供給趣） GＪ (削減型） ｔ 

(職入趾） kwｈ (削減趾） ｔ 

(鯛入遮） ｔ (削減通） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度（実績）

取組壁等 (二酸化炭素換算）

(整繍面積） hａ (吸収、） ｔ 

(利用過） Iｎ３ (削減趣） ｔ 

(充電童） kwｈ (削減趣） ｔ 

(熱供給趣） GＪ (削減且） ｔ 

(購入麺） kwｈ (削減in） ｔ 

(職入且） ｔ (削減、） ｔ 

＊５ ｔ 

差引排出量

(排出合計一削減等合計）

基準年度（実績）

＊］ 118,497.7ｔ 

目標年度（計画）

(翅)-(車3）117,751.0ｔ

増減率（計画）

－０．６％ 

報告年度（実績）

(“)－(*5） 117,453.6ｔ 

増減率（実績）

-0.9％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

･施設の機器を節電機器に更新し，温暖化防止に努める。
･施設の運転制御方法において節電に努める。
･公用車のエコドライブを実践する。

特記事項


